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独立行政法人国立公文書館の業務執行状況

平成１６年度独立行政法人国立公文書館年度計画 平成１６年度上半期業務執行状況

１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期目標を踏まえた「中期計画 「年度計画」及び年度計画を踏まえて平成16年度は、中期目標期間の終了年度に当たるが、当該目標の達成の 」、

策定した具体的な「業務執行計画」について、四半期毎にその執行状況のため定めた中期計画及び年度計画に従い、前３年度の業務実績を踏まえ、

検証及び評価並びに達成度等を把握し、業務の計画的、効率的遂行を図っ同計画に掲げた事項の確実な実施に努めることとする。このため、前３年

ている。個別以下の通り。度同様、各業務分野ごとに可能な限りの数値目標を盛り込んだ具体的執行

計画を策定し、四半期ごとにその達成状況を把握して、その的確な推進を
図る。

(1) 民間委託の促進(1) 民間委託の促進

① 目録作成マニュアルに基づき、パートタイマーによるより効率的かつ① 平成15年度に改訂した目録作成等のマニュアルに基づき、パートタ

的確に目録原稿を作成中。イマーによるより効率的かつ的確な目録の作成を図る。また、当該マ

ニュアルについては必要に応じ更なる改訂を行う。

② マイクロフィルム撮影マニュアルに基づき、パートタイマーによるよ② マイクロフィルム撮影機（４台）を前年度に引き続き年度を通して

り効率的、計画的に撮影作業を実施中。活用するとともに、平成14年度に作成したマイクロフィルム撮影マニ

ュアルに基づき、パートタイマーによる公文書等のマイクロフィルム
撮影を進める。

業務執行体制の見直し(2) 業務執行体制の見直し (2)

館の中核的業務を担うアーキビストとしての公文書専門官・公文書研 研究連絡会議を原則として月１回開催し、諸課題等についての検討結果

究官の積極的な調査研究活動の促進を図るとともに、前年度に引き続き の報告及び討議並びに外部講師を招へいしての講義及び討議を実施。

（４回開催）研究連絡会議を通じ、歴史資料として重要な公文書その他の記録（現用

のものを除く。以下「歴史公文書等」という ）の移管、保存、公開審。
査、利用、修復等に関する諸問題について、広く館の職員の間で自由闊

達な意見交換と協議決定を行う。また、同会議については、必要に応じ

外部有識者を招へいし、勉強会を開催する等の充実を図る。

さらに、館が実施する研修及び展示会並びに研究紀要「北の丸」等の

編集刊行業務についても、同会議において検討する。
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(3) 受け入れた歴史公文書等の処理状況 (3) 受け入れた歴史公文書等の処理状況

歴史公文書等の１冊当たりの処理経費については、平成13年度及び平 前３年度の処理状況を踏まえ、歴史公文書等の目録作成業務の難易度の

成14年度の処理状況から歴史公文書等の種類等による目録作成業務の難 違いに応じたパート職員の人数分担を行い、効率的、計画的に業務を実施

易度の違いに応じて大きく差異が生じることが判明した。 中。

このため、前３年度の処理状況を踏まえ、歴史公文書等の種類ごとの
特性等も検証しつつ、中期目標の達成に向けて更なる努力を行う。

２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置達成するためにとるべき措置

(1) 歴史公文書等の受入れ、保存、利用その他の措置(1) 歴史公文書等の受入れ、保存、利用その他の措置

① 受入れのための適切な措置① 受入れのための適切な措置

ⅰ）新しい移管の仕組みにより行われた前３年度の移管実績を踏ま 平成16年度の移管方針・日程等について、内閣府と調整。ⅰ ・）

え、歴史公文書等のより的確な移管について、更なる改善方策を検 各府省主管課長会議及び事務連絡会議を開催。(7/12)・
討する。

ⅱ ・移管の対象とすべき公文書等について、移管実績を踏まえた説明ⅱ）平成15年度に取りまとめた、保存期間が満了した行政文書の館へ ）

資料及び「公文書等の適切な管理、保存及び利用に関する懇談会」の移管の適否を判断するための資料集を、移管実績を踏まえて充実

報告書の内容を盛り込んだ移管の仕組みをわかりやすく解説したパさせるとともに、関係行政機関に資料集を配布し、移管の趣旨の周

ンフレット「歴史公文書等の移管」を作成するとともに、既存の知を図る。

「公文書移管関係資料集」と併せて関係機関に配布し、移管促進に

関する懇談会提言の趣旨を踏まえての説明を実施。

ⅲ ・移管元行政機関の全てに出向き各部局の文書担当者等に対し移管ⅲ）歴史公文書等の移管の趣旨の徹底を図るため、関係行政機関に出 ）
促進に関する懇談会提言の趣旨を踏まえての説明会を開催 （１８向いての説明会、本館・分館の施設見学会及び海外のアーキビスト 。

機関 ３６５名）等を招へいしての講演会等を実施する。

・各府省庁の文書管理担当者に対し、本館及びつくば分館の施設見

学及び研修を実施 （参加者４０名）。

・各府省の事務次官等に対し館長から移管促進に関する懇談会提言

の趣旨を踏まえての移管要請の実施 （現時点で１４機関実施済。

内閣府企画調整課長同席）

ⅳ）平成１５年度移管計画に基づいて受入完了。ⅳ 「平成15年度公文書等移管計画」等に従い、館の効率的な運営を考）

慮しつつ、関係行政機関と調整の上、歴史公文書等の円滑かつ計画
的な受入れを行う。
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② 保存のための適切な措置② 保存のための適切な措置

ⅰ）くん蒸等を行った上で､温・湿度管理の整った専用書庫内の棚に、ⅰ）(1)①ⅳ)により受け入れた歴史公文書等について、紙等の劣化要

簿冊の製本形態に応じて排架｡因を除去するために必要な措置を講じた上で、温湿度管理のできる

適正な保存環境の専用書庫に、簿冊の製本形態に応じた適切な排架

を行い保存する。
ⅱ）平成15年度に実施した書庫環境調査の結果を受けて、改訂した保 改訂した保存対策方針に基づき、劣化状態及び要因に応じた保存のⅱ）

。存対策方針に基づき、劣化要因に応じた保存のための適切な措置を ための措置を適宜実施

講ずる。

ⅲ）劣化が進行している歴史公文書等のうち、歴史資料としての重要 劣化が著しく進んでいる公文書等の修復を行うとともに、マイクロⅲ）

度又は利用頻度の高いものから修復を進めるとともに、マイクロフ フィルム化及びデジタル化等を計画的に実施。

ィルム化及びデジタル化等の媒体変換を計画的に行う。

ⅳ）平成17年１月から臭化メチルの生産・消費が全廃されるため、新 つくば分館におけるくん蒸設備の改修等は、平成16年度受入れ公文ⅳ）

たに選定したくん蒸ガスの使用開始に合わせて、くん蒸設備の改修 書等のくん蒸終了後に行う予定（10月末頃 。）
等必要な措置を講ずる。

ⅴ）歴史公文書等の酸性劣化等に対応する技術的対策の確立のため、 脱酸処理を行ったサンプルについて、継続して経年変化を調査。ⅴ）

少量脱酸処理を引き続き試験的に行う。

③ 一般の利用に供するための適切な措置③ 一般の利用に供するための適切な措置

ⅰ）平成１６年度中に公開するよう目録を作成中。ⅰ 「平成15年度公文書等移管計画」等に基づき受け入れる歴史公文書）

等の目録を、当該歴史公文書等の受入れから１年以内に作成する。

ⅱ）平成１６年度に受入れた歴史公文書等の内容を確認中。ⅱ）平成13年度当初一般の利用に供されていなかった歴史公文書等31
万２千冊について、目録の作成、公開・非公開の区分の概定を行

い、平成14年度当初には、すべて一般の利用に供し、中期目標を達

成する成果を挙げているところであるが、上記により受け入れる歴

史公文書等については、これまでの公開審査の事例を基に、速やか

に公開・非公開の区分の概定を行い、当該歴史公文書等の受入れか

ら１年以内に一般の利用に供する。
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ⅲ）(略）ⅲ）館の存在とその意義を国民に周知し、歴史公文書等の幅広い利用

を図るため、次の事項を行う。

イ 展示会イ 展示会等あらゆる機会を利用して、館の機能、役割、存在意義

・(春）国立公文書館所蔵資料特別展「激動幕末－開国の衝撃－」等について、国民への周知を図る。

４月３日(土）～２２日(木）開催。入場者数：８，９４３人
期間中講演会を実施。

・(秋）国立公文書館所蔵資料特別展「鉄道」

１０月２日(土）～１７日(日）開催予定。

期間中講演会を実施予定。

・国立公文書館夏の特別企画展「いざ旅へ！」

・７月２０日(火)～９月１７日(金)開催。入場者数：１,３３９人

・常設展の展示替えを５月１０日に実施。

つくば分館夏季特別展「江戸の怪」・
入場者数：５８０人７月２０日(火)～１０月８日(金)開催。

ロ 毎月の閲覧者数等を把握するとともに、展示会においてアンケーロ 利用者の動向等を把握するため、利用統計等必要な情報を収集

ト調査を実施。し、これを館の運営に活用する。

ハ 館が保存している重要な歴史公文書等を広く一般の観覧に供す 特別展等の開催のお知らせ及び、館の業務についての周知の意味ハ

るため、展示会の更なる充実を図るとともに、各種媒体を活用し も含め各種媒体を利用した広報を展開。

た幅広い広報を展開する。

ニ 「北の丸」第３７号を１０月に刊行予定。ニ 館が行った調査研究の成果等を公表する研究紀要「北の丸」に

要旨の英訳を作成して誌上に収録の上、海外の関係行政機関等へより多面性を持たせるため、研究連絡会議で検討し、その内容の
送付予定。充実を図る。また、海外向けには英文目次に加えて主要掲載論文

の英文要旨を添付し、更なる情報発信に努める。

ホ 館のホームページを利用して、館所蔵資料 「アーカイブズ」等 ホ・館のホームページに館所蔵資料、刊行物「アーカイブズ 、展示、 」

の刊行物、展示会の案内や研修会・会議などの最新情報を積極的 会の開催案内、研修会等の最新情報を掲載。

に紹介する。 ・国又は地方公共団体が設置するホームページを開設している公文

さらに、利用者の便を図るため、国又は地方公共団体が設置す 書館とリンクを整備。

る公文書館（これに準ずる機関を含む。以下同じ ）とのリンクを ・英語版ホームページを作成。。

拡充する。

ヘ 重要かつ利用頻度の高い歴史公文書等について、利用の便を図 へ 利用頻度の高い歴史公文書等のマイクロフィルム化を計画的に
るため、マイクロフィルムへの媒体変換を計画的に行う。 実施。
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ト 古書・古文書については、写真本等の複製物を計画的に作成。ト 原本保護の観点から閲覧を制限する必要のある重要な古書・古

文書については、利用者への便を図るため、写真本等の複製物を

計画的に作成するとともに、今後の提供媒体について検討する。

チ 館の理解を深めるため、デジタル化した所蔵資料や音声ガイド チ 過去の展示会資料をデジタル化して、利用者がパソコン画面で見

を付した過去の展示会などを紹介する設備等を整え、利用者に対 られるよう本館及び分館に端末機器を設置し、過去の主な展示会資
する利便性を更に向上させる。 料を展示中。

ⅳ）歴史公文書等のデジタルアーカイブの推進中。ⅳ）歴史公文書等のデジタルアーカイブの推進に努める。

イ 歴史公文書等のインターネットでの一般公開に向けて、目録検 デジタルアーカイブ・システムの開発に着手するとともに、歴史イ

索と公文書等の画像がリンクしたデジタルアーカイブ・システム 公文書等のマイクロフィルムからのデジタル画像作成についての仕

の構築準備を行うとともに、マイクロフィルムからのデジタル化 様検討を実施。

を進める。

ロ 大判又は原本保護のため閲覧に供されていない重要文化財、そ デジタル化された国絵図等について、利用者の利便性を考慮したロ

の他貴重な資料については、前年度に引き続きデジタル化を進 専用ビュアーを作成し、インターネットでの公開を開始。
め、インターネットでの一般公開を図る。

ⅴ ・作成年月日・作成部局見直し作業及び件名目録追加作成を実施中。ⅴ）閲覧サービスの向上を図るため、館の保管に係る歴史公文書等の ）

・検索補助手段としての資料群案内（平成１３年度以降移管分）を既存の目録（目録データベースを含む ）の検索手段の充実及び見直。

作成中。し等を進める。

④ 国の保存利用機関と連携した利用者の利便性向上のための措置 ④ 国の保存利用機関と連携した利用者の利便性向上のための措置

立法府、司法府を含む国の保存利用機関との間で、引き続き歴史公 ・歴史公文書等所在情報ネットワーク検討連絡会議(7月)を開催。

文書等に関する各種情報化についての意見交換等を行うとともに、所 ・憲政記念館及び最高裁判所事務総局が新たにオブザーバーとして参加
在情報のホームページへのリンク等のネットワーク化を推進する。 し、意見交換等を実施。

・大学アーカイブズに係る歴史資料として重要な公文書等資料の所在に

関するヒアリング調査を実施中。

⑤ 保存及び利用に関する研修の実施その他の措置⑤ 保存及び利用に関する研修の実施その他の措置

ⅰ）館及び国の保存利用機関の職員を対象として、歴史公文書等の保 研修会等の募集対象機関を拡大し、専門職員養成課程に広島大学文i）

存及び利用に関し、次の目的を持つ体系的な研修を引き続き実施す 書館、東京大学附属図書館が新たに参加。

る。その際、地方公共団体の求めに応じ、その職員をこれらの研修

に参加させる。また、参加する職員及び対象機関の拡大について更
に検討を行う。
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イ 公文書館等職員研修会（初任者研修）イ 公文書館法（昭和62年法律第 115号）の趣旨の徹底並びに歴史

（９月６日～１０日 実施）受講者：４１機関 ４４名公文書等の保存及び利用に関する基本的な事項の習得

ロ 公文書館専門職員養成課程（専門職員研修）ロ 公文書館法第４条第２項に定める専門職員として必要な専門的

（前期：９月２７日～１０月８日 実施中）知識の習得

（後期：１１月８日～１１月１９日 実施予定）
受講者：１４機関 １４名

ハ 公文書館実務担当者研究会議ハ 歴史公文書等の保存及び利用に関し、特定のテーマに関する共

（平成１７年１月下旬又は２月上旬 ３日間を予定）同研究等を通じての実務上の問題点等の解決方策の習得

ⅱ）今後の研修の在り方を策定するために各研修の対象者、カリキュ ⅱ）海外アーキビスト（カナダ、オーストラリアから各１名)を招へい

ラム、研修期間、海外のアーキビストを含む研修講師等の充実及び し、講演会等を開催(11/12及び11/15)するための諸準備の実施。

体系化のための検討を行うとともに、新たな研修方法や教材開発等 外部の講師を招いて、アーキビスト等の人材養成充実強化について

の調査に着手する。 の勉強会を実施(6/11,29, 8/20, 9/13)

ⅲ）情報の提供、意見交換等ⅲ）情報の提供、意見交換等
イ・公文書保存管理講習会（各府省庁等文書担当者研修）イ 歴史公文書等の管理に関する講習会等

（７月５日～７日 実施） 受講者 ２３機関 ３３名歴史公文書等の的確かつ効率的な移管・公開業務の推進に資す

ることを目的として、国の機関の文書主管課職員その他各部局の ・移管元行政機関のすべてに出向き各部局の文書担当者等に対し、

文書担当等の職員を対象に、新しい移管・公開の仕組みへの理解 移管促進に関する懇談会提言の趣旨を踏まえての公文書等の移管

（１８機関３６５名）を深めるとともに、歴史公文書等の管理に関する基本的事項を習 について説明会を開催。

・各府省庁の文書管理担当者に対し、本館及びつくば分館の施設見得させるための講習会を実施する。

学及び研修を実施(8/31)(参加者４０名)。また、関係行政機関に公文書専門官等を派遣する形の説明会を

引き続き実施する。
ロ 館が実施した研修会・講習会等の講義等を分かりやすく解説し ロ 「公文書等の適切な管理、保存及び利用に関する懇談会」報告書

たパンフレットを作成し、国の機関等に広範に配布することによ の内容を盛り込んだパンフレット「歴史公文書等の移管」を作成

り、公文書館の役割、公文書の移管、保存等に関する情報提供を し、既存の「公文書移管関係資料集」と併せて配布（移管説明会

行う。 等で活用）

ハ 都道府県・政令指定都市等公文書館長会議等を通じて、国又は ・第16回都道府県・政令指定都市等公文書館長会議を開催ハ

地方公共団体が設置する公文書館との交流、意見交換等を行う。 (6月5日・6日 於・福井市) 出席者 38館 55名

ニ 歴史公文書等の保存、利用等に関する情報誌である「アーカイ ニ・アーカイブズ１５号(特集号：歴史公文書の公開とプライバシー）

ブズ」を発行し、国及び地方公共団体等に配布する。また、内容 （6月末）及び１６号（7月末）を発行。

の充実を図るとともに、より幅広い提供方法を検討する。 ホ 日本歴史学協会国立公文書館特別委員会との定例懇談会を開催
（7/23）
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国際交流の推進ⅳ）国際交流の推進 ⅳ）
イ 国際会議等への参加 イ 国際会議等への参加
８月、オーストリアのウィーンで開催される国際公文書館会 ・４月１７日から１９日まで、中国の北京で開催されたＩＣＡ教育

（ＩＣＡ）大会に参加し、我が国の実情を紹介するとともに、 セッション国際会議に参加し、報告等の実施。

加各国公文書館関係者との交流を深める。 ・８月２３日から２９日まで、オーストリアのウィーンで開催され

また、国際公文書館会議東アジア地域支部（ＥＡＳＴＩＣＡ） た第１５回ＩＣＡ大会に館長等が参加。大会セッション、Ｇ８諸

の会合、その他公文書館活動に関連する国際会議・研修に積極的 国国立公文書館長会議及び総会等に出席するとともに、公文書館

に参加し、国際交流・協力を推進する。 関係者等と日本セッションを組んで発表の実施。

ロ 外国の公文書館との交流推進 ロ 外国の公文書館との交流推進

日中国交正常化30周年を契機に新たな協力関係を築いた中国の ・４月22日から26日まで上海市档案館の招待を受け同館新館開館記
公文書館との交流を続けるとともに、外国の公文書館等からの訪 念式典及びシンポジウム等に理事等が出席し、記念講演の実施。

問・研修受入れ等の要請に積極的に対応する。 ・ＩＣＡ大会出張の際、オーストリア国立公文書館及びフランス国

立公文書館を訪問し、意見交換及び施設見学の実施。

・中国共産党中央党史研究室副主任、元オランダ国立公文書館長、

イラン外務省外交資料センター副館長等が来館し館長等と懇談。
ハ 外国の公文書館に関する情報の収集と館情報の海外発信 ハ 外国の公文書館に関する情報の収集と館情報の海外発信

館の充実に資するため、先進的な外国の公文書館等への視察、 ・第１５回ＩＣＡ大会において、当館の呼び掛けにより初めて日本

資料交換等を通じ、外国の公文書館等に関する情報の収集及び蓄 セッションを結成し、当館のみならず国の公文書保存機関（外交

積を行う。また、館に関する情報の海外発信に努める。 史料館 、学会、民間企業の代表も参加して、日本の公文書館等）

の最新の状況を伝える５本の発表を実施。 また、当館の高精細

画像システム等を紹介したＣＤ-ＲＯＭを作成し、アジア歴史資

料センター紹介ＤＶＤとともにデモンストレーションを実施し、

大会参加者に配布。
・英語版ホームページのリニューアルを行い、新たに資料群案内の

英語版を公開。

・インターネット等を通じて諸外国の専門教育等に関する情報を収

集。

ⅴ）電子政府の実現に備え、電子化された行政文書の受入れ、保存、 ⅴ ・研究連絡会議において外部講師として内閣官房情報通信技術(IT)）

利用を的確に行うことを念頭において、行政の電子化の動向を注視 担当室の内閣参事官を招き 「政府におけるIT戦略の現状と課題」、

し、その把握に努める。 についての講演を聴いた上で意見交換を実施 （7/16)。

・デジタルアーカイブの推進に関する関係省庁連絡会議(第１回)へ
出席(9/2)
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(2) アジア歴史資料のデータベースの構築及び情報提供(2) アジア歴史資料のデータベースの構築及び情報提供

アジア歴史資料センター（以下「センター」という ）の従来のデータ 情報提供サービスの内外への周知及びデータベース利用のより一層の促。

提供の在り方を見直しつつ 「アジア歴史資料センターデータベース構築 進を図るため以下の事業を実施。、

計画 （②ⅰ)において「データベース構築計画」という ）の早期実現 その結果、ホームページへのアクセス数は順調に推移し、上半期で２５」 。

への環境を整備する。 万件を超えるアクセスがあり、開設からの累計は８０万件を超えた。
また、センターの情報提供サービスを広く国内外に引き続き周知する

とともに、利便性向上のための諸方策の実施など継続的に利用者の立場

に立った見直し等を行い、データベース利用のより一層の促進を図る。

そのため以下の措置を講ずる。

① 広報活動のさらなる充実① 広報活動の更なる充実

主な利用者が国内の研究者である状況にかんがみ、その利用者の定 ・好評であった特別展「公文書にみる日露戦争」の内容の充実を図り、

着を図るとともに、社会科教育の教材としての活用を促すため、教員 さらなる利用者の拡大に努めた。

等を対象とする研修会を開催する。さらに、若年層を含む一般の利用 ・社会科教員を対象としたセミナーを実施（6/29茨城県高等学校教育
者や海外の利用者など新たな利用者の拡大に努める。 研究会、8/5北海道高等学校日本史教育研究会）

そのため、ホームページ上に一般利用者を対象とした興味ある内容 ・4/20慶応大学、6/2金沢大学、9/28東京女子大学にて説明会実施。

の「特別展」の開催、海外の大学等の日本研究機関との関係強化、イ ・4/24-25日本アーカイブス学会、5/22情報知識学会にて活動紹介。

ンターネット上の広報やＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ等の媒体を十分活用し ・4/17-19ICA教育セッション国際会議（北京）にて紹介デモを実施。

た広範な広報活動を実施する。 ・6/3都道府県等公文書館長会議にて紹介デモを実施。

・8/23-29第１５回ICA大会（ウィーン）において紹介デモを実施。

・9/21-24韓国（ソウル大学国際大学院、国史編纂委員会、国家記録

院、国際交流基金ソウル文化センター）を訪問し、説明会の開催等
に係る事前協議を実施。

・7/14からインターネット広告（スポンサーサイト広告）を実施。

・メーリングリスト（180名）による情報提供を実施。
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② アジア歴史資料データベースの構築② アジア歴史資料データベースの構築

ｉ）平成１５年度に各所蔵機関で整備したデータにつき、外交史料館よⅰ）データベース構築計画に基づき、館及び外務省外交史料館、防衛

り約８５万コマ、防衛研究所図書館より７０万コマを入手 （その他庁防衛研究所図書館（以下「所蔵機関」という ）が平成15年度にデ。 。

平成１５年度末までに国立公文書館から９９万コマ、外交史料館からジタル化したアジア歴史資料の提供を受ける。

１１万コマ、防衛研究所図書館から１万コマを早期提供資料として入
手済み 。）

ⅱ）画像変換、目録作成の調達手続き（入札公告掲載、入札説明会開ⅱ）所蔵機関から提供されたアジア歴史資料の画像変換や目録作成等

催、開札、契約）を実施。の必要な基礎作業を速やかに行う。

平成14年度整備済みデータを最終チェックし、データベースに約275また、その後データ確認作業を行い、可能なものから速やかに順

万コマを投入(公開画像累計約740万コマ 。次データベースに投入し、利用者に提供する。 ）

ⅲ）また、所蔵機関が平成16年度中にデジタル化を図るアジア歴史資 ⅲ）各所蔵機関との早期提供を協議。

料についても、可能なところから順次提供を受け、上記作業に着手

する。
③ 利用者の利便性向上のための諸方策③ 利用者の利便性向上のための諸方策

ⅰ）ＨＰから利用者の意見等を聴取。また、毎月の利用統計データの収ⅰ）モニター制度やホームページからの意見聴取等を通じて利用者の

集を実施。動向、ニーズ等の必要な情報収集・分析を引き続き行う。

ⅱ）大学等で説明会を実施した際に参加関係者からの声を聴取。ⅱ）利用者の拡充を図るため、国内外において利用者実態調査を前年

度に引き続き実施する。

ⅰ）ⅱ）を踏まえながら、ホームページの改善、データ内容のⅲ）上記ⅰ 、ⅱ）を踏まえ、ホームページ及び検索システムの随時見 ⅲ）上記）

改善等につき検討。直しを行い、引き続き利用者の視点に立った情報提供サービスを積

極的に行う。
ⅳ）センターの情報提供システムが４年目となり、システム環境が大 ⅳ）次期情報システムの内容等を調査検討。

幅に変化している状況にかんがみ、最新のデジタル情報技術に即応

できるよう画像提供システム等の状況調査を行い、センターの次期

情報提供システムの検討に着手する。

ⅴ）ファイヤーウォールを強化すると共に監視システムの見直しを実ⅴ）インターネットによる安定的な情報提供を実現するため、引き続

施。きセキュリティの維持に努める。
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３ 予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画。）

別紙のとおり。

４ 短期借入金の限度額

短期借入金の限度額は、68,000,000円とし、運営費交付金の資金の出入
に時間差が生じた場合、不測の事態が生じた場合等に充てるために用いる

ものとする。

５ 重要な財産の処分等に関する計画

処分等を行う見込みはない。

６ 剰余金の使途

国立公文書館法（平成11年法律第79号）第12条に規定する積立金の処分
を行う。

７ 施設・設備に関する計画

計画はない。

８ 人事に関する計画８ 人事に関する計画

業務の計画的かつ円滑な執行及びその効率化を図るため、職員を研修等業務の計画的かつ円滑な執行及びその効率化を図るため、業務量等を考

に積極的に参加させている。慮した人員の適正配置を行うとともに、非常勤職員の活用を図る。
また、関係省庁又は民間などにおいて実施する研修等に職員を積極的に

参加させ、資質の向上を図る。


